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代表取締役副社長の栗島でございます。 
それでは、第3四半期の決算についてご説明いたします。 
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まずは、第３四半期決算と通期業績予想です。 
4ページをご覧ください。 

 



最初に、第３四半期決算の全体状況をお話しします。 

 

受注高は、前年同期比で479億円の減となりました。 

売上高は、前年同期比で1,245億円の増収となりました。 

営業利益は、前年同期比で228億円の増益、 

税金等調整前純利益や四半期純利益についても、前年同期比で増益となりました。 

 

5ページをご覧ください。 
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まずは受注高です。 

 

GBにおけるeveris社の新規連結効果や、S&Tの受注増加はあるものの、 
P&FやE-ITにおける前期の大型複数年契約の反動減があり、 
全体では479億円の減となりました。 

 

しかし、第3四半期3か月間では、当初の見込みを多少上回り、前年同期比で457億円の 
プラスとなっています。 

 

6ページをご覧ください。 
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次に売上高です。 

 

S&Tは前期単体における既存案件の反動減により若干の減収となっていますが、 
それ以外のセグメントでは上半期に引き続き増収となっています。 

 

P&Fは、金融分野の新規顧客開拓や、中央府省システムの更改案件など、 
E-ITは、電力業界のスマートメータ導入や、流通業界におけるオムニチャネル戦略の 
サポートなどが増収を牽引しました。 

 

またGBは、1,122億円の増収となっており、これには、everisの新規連結影響が約680億円、 
円安による為替影響が約190億円含まれますが、 
北米・EMEA・ソリューションズなどにおける現地通貨ベースでのオーガニックグロースも、 
増収に貢献しています。 

 

結果、全社では前年同期比1,245億円の増収となっており、通期目標達成を多少上回るペースで
す。 

 

7ページをご覧ください。 
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次は、営業利益です。 
 
まず、重要経営課題の1つである不採算案件についてですが、当第３四半期の発生額は10億円弱、 
第３四半期累計で約140億円となりました。 
これは前年同期と比べて約150億円減少しております。 

不採算約140億円の内訳については、昨年度から状況をご報告している既存６案件における 
追加発生額が約80億円、残りはその他複数案件の積み重ねです。 

既存６案件については、この1月に新たに1件カットオーバーしており、カットオーバー前の案件は 
残り２件となっております。 
それぞれ着実にプロジェクトを推進しており、ほぼ見通しが立っている状況に変わりはなく、当第3四半期での 
追加損失はありませんでした。 

また、新規不採算案件については、新規性がありリスクの高い案件で幾つか損失が 
発生していますが、昨年度から運営しているプロジェクト審査委員会がリスクコントロールに 
非常に貢献しており、定常レベルにコントロールができつつあります。 

Ｐ＆Ｆ、Ｅ－ＩＴの増益理由は、そういった不採算案件の減少がメインになります。 

S&Tでは単体の減収に伴い減益となりました。ただし、これは前期案件の反動減による一時的な要因であり 
事業環境は良好なため、通期では増収増益を見込んでおります。 

ＧＢについては、新規連結となったｅｖｅｒｉｓ社について、のれんやＰＰＡの償却も含めたトータルの連結影響は
マイナス14億円となり、減益の主要因となっていますが、これは当初想定通りです。 

経営改善を図ったEMEAは今のところ持ち直しつつありますが、通期目標達成に向けては、引き続き 
リスクファクターがあると感じています。 
 
8ページをご覧ください。 
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営業利益の単体、連単差額に分けて説明します。 

 

単体については、不採算案件の損失減少、増収に伴う利益増に伴い増益となっています。 

また、連単差額については、主に国内グループ会社の増収に伴い増益となっており、 
単体・グループ会社ともに国内ビジネスは順調と言えます。 

 

9ページをご覧ください。 
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セグメント利益、税金等調整前純利益になります。 

 

上半期同様、各セグメントにおいて、営業外や特別損失の大きな増減要素は 

特にありませんでしたので、増減の大部分は営業利益の影響になります。 

 

以上が、第3四半期の決算に関するご説明になります。 

 

10ページをご覧ください。 
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受注・売上の通期業績予想については、当初予想の達成確度が非常に 
高まっていると捉えています。 

 

一方、営業利益については、第4四半期で前期と同水準の利益を確保することで 
当初予想の850億円クリアできる状況ですが、その確度については楽観視していません。 

 

売上が予想を上回ることで粗利益も増加する可能性はありますが、今期の第４四半期は 
1月にカットオーバーした大型案件の影響で、昨年に比べて減価償却費・除却費の増加が 
見込まれているため、前期と同水準の利益を確保することは、もちろん不可能では 
ありませんが、簡単にクリアできることでもないと捉えています。 

 

よって引き続き、セールス拡大、コスト管理、マネジメントなどにしっかり取り組み、通期業績予
想達成を目指していきたいと思います。 

 

続きまして、最近の事業環境と当社の取り組み事例について、ご説明いたします。 

 

12ページをご覧ください。 
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まず、Ｐ＆Ｆの事業環境になります。 

 

公共分野においては、社会保障・税番号、いわゆるマイナンバー制度について、 
2016年1月の利用開始に向けて、政府・自治体・金融機関・民間企業で導入に向けた需要が 
増えてきている状況です。 

 

当社も、積極的にマイナンバー関連ビジネスに取り組んでおりますが、 
中央府省関連ビジネスの全体の環境という意味では、入札等における競争激化や 
コスト削減要求の高まりにより厳しい市場環境という認識であり、まだ大きな伸びには 
至らないだろうと見ており、第2四半期から大きな変化はございません。 

 

金融分野においては、金融機関の決済システム24時間/365日化に対応するための 
新たなIT投資への動きが見られます。 

 

また、例えば地方銀行では、地銀再編の動きや、インターネットバンキングへの 

セキュリティ対応ニーズなどが現れております。 

 

13ページをご覧ください。 
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E-ITの事業環境については、昨今の急激な円安・原油安などにより、 
国内景気の見通しが不透明なため、全体的に国内IT投資に対し慎重な姿勢となっています。 

 

テレコム業界は、依然変わらずコスト削減要求は強く、厳しい状況です。 

 

製造業では、先ほど申しました国内景気の先行き不透明感から、ＩＴ投資に対しては 
企業によって姿勢はさまざまであるものの、グローバル競争力強化にむけた海外拠点への 
ＩＴ投資は継続的に行われている状況です。 

 

また、電力業界における、スマートメーターや電力小売自由化対応に対するＩＴ投資や、 
流通業では、オムニチャネル戦略による売上拡大を目的としたＩＴ投資など、 
国内消費停滞の影響がある中でも、需要が期待できる分野も引き続き存在します。 

 

また、Ｓ＆Ｔの事業環境については、ＢＣＰ対応を背景にデータセンタなどの伸びが引き続き 
堅調な状況です。 
 

従来からご説明している通り、当社としては、Ｐ＆Ｆ、ＥーＩＴを含めた国内ビジネスの 
さらなる拡大のために、Ｓ＆Ｔカンパニーの事業活動は非常に重要だと考えています。 

 

14ページをご覧ください。 
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最後にグローバルビジネスの事業環境です。 

 

北米については、経済はゆるやかな回復期にありますが、IT投資については、主に企業部門で 
堅調な動きをしています。 

 

EMEAについては、ドイツ・イギリスのITサービス市場は引き続きプラス成長となっていますが、イ
タリアの市場は依然として厳しく、短期的にIT支出の回復は期待できません。また、スペイン・中
南米地域は経済は回復傾向ですが、IT投資への予算削減傾向は引き続き変わっていません。 

 

ソリューションズは、SAPビジネスを担う当社グループ会社群になりますが、SME向けの 
SAP関連マーケットは引き続き堅調に伸びています。 

 

事業環境については以上です。最後に、最近の当社グループのトピックスを 
いくつかご紹介したいと思います。 

 

15ページをご覧ください。 
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Ｐ＆Ｆについては、国内の実績をベースに海外へ展開した取り組み2件になります。 
 
１つ目は、ミャンマー政府から、貿易手続き・通関システムである、ミャンマー版NACCS/CISの開
発をベトナムに続く2カ国目として受注しました。 
今後は、ベトナム、ミャンマーの貿易関連システムへ事業を拡大するとともに、 
他のアジア等の新興国への展開を進めていきます。 
 
２つ目は、第2四半期決算でも紹介しましたバチカン図書館では、当社が構築した 
デジタルアーカイブシステム「AMLAD」により、貴重な手書き文献をデジタル画像化し、 
同館のウェブサイトでの公開が開始されております。 
 
次にE－ITです。 
 
2016年4月より始まる電力の小売全面自由化に向け利用者が小売電気事業者と、 
一般配電事業者との契約の切り替えを支援するシステムについて受注し、 
プロジェクトを推進しています。 
 
また、当社子会社のキャッツにおいて、IT企業5社と戦略的業務提携に合意し、自動車の 
車載システムにおけるソフトウェア標準規格であるAUTOSARについて 
共同で推進していくこととなりました。 
 
16ページをご覧ください。 
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次にS&Tです。 
 

上半期にご紹介しました品川データセンターの開設に加え、新たな取り組みとしまして、
MERMaidesの提供を開始し、当社内でも、実際に活用を初めています。 
これは、スマートデバイスの安全な業務活用を実現するモバイル活用基盤であり、 
特徴として、社内システムやパソコンとのシームレスな連携、強固なセキュリティ、 
機能拡張性などが挙げられます。 
 
最後にGBです。 
 
SAP社と「Global Services Partnership」を締結しました。 
これまでitelligenceにて締結をしていましたが、当社グループ会社全体が 
SAPサービスパートナーの一員となったことになります。 
今後はSAPビジネスにおけるグローバル競争力の更なる向上を図り、 
幅広い領域でのソリューションの提供を加速させ、 
お客様により選ばれるSAPサービスパートナーを目指してまいります。 
 
当社の主な取り組みは以上です。 
 
今年度の目標達成、そして来年度の中計目標達成に向け、 
当社グループ一丸となって一層努力してまいります。 
 
以上で私の説明は終了いたします。どうもありがとうございました。 
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